
補助対象.団体
・自治会・町会等の団体
補助対象事業
・集会所の新築・改築・増築・大規模改修・改修事業
（工事費が10,000,000円を超える改修を大規模改修、以下のものを改修とします）
・空調機器・照明器具・換気扇のうち工事を伴うものは、改修事業として取り扱います。
・新築･改築･増築･大規模改修の実施に伴う備品の購入については、河内長野市自治会活動環境整備事業補助金により別途補助があります。(補助上限額1,000,000円)
※令和２年度から改築・改修に伴う処分費も補助の対象となります。
補助額及び算定方法など
補助対象事業費が10,000,000円以内の場合はその２分の１の額。それを、超えた部分の金額については３分の１の額（補助金の上限：12,000,000円）
・自治会世帯数に応じた補助対象建築費の上限額は次のとおり
※標準建築費＝標準床面積（自治会世帯数×１㎡＋９０㎡）×建築基準単価（170,000円）
・総事業費が50,000円以上であることが補助金交付の条件になります。
補助金交付の間隔
一度補助を受けると、補助を申請できない期間があります
・新築・改築・増築・大規模改修事業を行なってから１０年間
・改修事業を行なってから５年間は工事を伴う事業の補助金交付申請はできません。
※雨漏り等緊急やむを得ない場合、施設の耐震化や長寿命化工事、バリアフリー化事業などは補助間隔の制限から除外できますので、必要がある場合はご相談下さい。




· 規定は集会所ごとのものです。自治会ごとの算出ではありません。
補助金概算払い制度
　自治会から業者への事業費の支払い前に、必要に応じて補助金を交付できます。事前にご相談下さい。

集会所整備事業補助金制度の概要








下線部はR2年度から新しく制限解除された項目です





例えば、以前改修事業を行い、新築等・改修事業を予定している場合
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